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日韓比較からみる男性の育児休業取得状況
――パパ・クオータ導入を中心に――

金　　　仁　子

はじめに

男性が育児休業の取得で家庭という私的領域
における生活時間を確保し，家事や育児などの
無償の世帯労働（unpaid work）の役割を分担
することは，「男は仕事，女は家庭」という典
型的な性別役割分担意識によって形作られた無
償の世帯労働のジェンダー不均衡な配分関係を
是正することになる。それによって女性の無償
の世帯労働への責任および負担が軽減されるの
であれば，女性は結婚や出産，育児などを理由
に職業キャリアを中断せずに積み重ねていくこ
とが可能となる。このような現象が社会全般に
広く行き渡ると，これまで女性にだけ課された
結婚・出産ペナルティ 1）による労働市場のジェ
ンダー不平等を解消することにもつながるであ
ろう。要するに，男性の育児休業取得は，私的
領域を形作る生活時間の獲得だけでなく，私的
領域の非貨幣的生産労働と公的領域の貨幣的生
産労働とにおける役割分担のジェンダー不均衡
を是正するという重要な意味合いを持つ。こう
した意味で，男性の育児休業取得は，真のワー

ク・ライフ・バランス（以下，WLBと略す）
の実現に向けた取組みとなるのである。

EU諸国，特に北欧では，男性の育児休業取
得を促進するために，1990年代にすでにパパ・
クオータ制を施行している 2）。例えば，ノル
ウェーは，1993年に世界で初めて，育児休業
期間の給付制度における両親割当て制度（ク
オータ制）を導入したが，両親手当の父親の割
当て分を父親が受給しなければ，その権利が自
動的に消滅するため，父親の育児休業取得を増
加させたとされる（濱野，2017：120）。父親の
育児休業取得率は，クオータ制が導入された
1993年には 4.1％にすぎなかったが 3），2007年
9月生まれの子の父親を対象にノルウェー労働
福祉局が行った調査では，受給資格のある父親
の 99％が育児休業を取得していた。ちなみに，

1︶ 近年，労働市場における男女間の賃金格差の主
な要因として結婚・出産のプレミアムとペナル
ティが注目されている。結婚や出産が賃金に与
える影響を分析する多くの研究では，結婚と出
産は，男性の賃金についてプラスの効果（結婚
プレミアム）を，女性の賃金についてマイナス
の効果（結婚・出産ペナルティ）を及ぼしている
ことを指摘している（Korenman and Neumark，
1991；Killewald and Gough，2013；崔，2019；
川口，2005；竹内，2018）。

2︶ 1993 年のノルウェーを皮切りに，1995 年にス
ウェーデン，1998 年にデンマークが，パパ・ク
オータ制を導入した。デンマークは，2002 年の
両親育児休業への改正でパパ・クオータ制が廃
止され、父親の育児休業取得率が 2001 年に 36％
から 2002 年に 22％に下落したが、その後、団体
労働協約によってパパ・クオータの権利を獲得
した父親の増加や、父親の役割に対する文化的
な転換を背景に、2003 年から父親の育児休業取
得は増加している（Bloksgaard and Rostgaard，
2018：140-141）。

3︶ ノルウェー科学技術大学の研究者が行ったアン
ケート調査によると，1993 年 4 月にパパ・ク
オータ制が導入されてからノルウェーの父親の
育児休業取得率はドラマティックに増加し，1993
年に 4.1％から翌年に 45％，1998 年に 80％に達
した（Brandth and Kvande, 2001：258）。

経済学研究
北海道大学

70－2
2020. 12

70_2_06_金仁子.indd   111 2020/12/09   17:21:18



両親手当の支給期間である 49週（休業前賃金
の 100％）または 59週（休業前賃金の 80％）
のうち，父親と母親，それぞれに割当てられた
受給可能期間は 10週ある 4）。
北欧に比べ，日韓両国のパパ・クオータ制の
導入は，20年くらい遅れを取っていた。日本
では，2010年から「パパ・ママ育休プラス」
を，韓国では，2014年から「パパの月」を施
行している。
日本と韓国は，急速に進行する少子高齢化
と，それに伴う生産年齢人口の減少への懸念，
低成長・グローバル競争時代のもとで二極化す
る雇用構造，共働き世帯の増加に伴うタイムバ
インド（時間の板挟み状態）を経験する家族の
増加など，経済社会構造の変化に伴う共通した
社会問題を抱えている。また，社会問題を解決
するために行っている取組みにおいても共通す
る点が多い。特に 2000年代半ば以降，両国と
も，少子化対策と雇用の柔軟化政策を二本柱と
する，WLB実現に向けた取組みを行なってお
り，パパ・クオータ制の導入においても，高い
同時性をもっている。
両国とも，育児休業制度を導入してからも男
性の育児休業取得率が一貫して低く，伸び悩ん
でいた。ところが，韓国がパパ・クオータ制を
導入してからのここ数年の間，両国における男
性の育児休業の利用状況に確かな差が現れ始め
ている。冒頭で述べたように，男性が育児休業
を取得することは，男性が日常的な家事や育児
などの家庭内役割を担うことによって，私的領
域におけるジェンダー不均衡な生活時間配分を
是正する大きな一歩になり得るということを考

えると，男性の育児休業の利用状況は，WLB

社会の実現度を測るある種の尺度として用いる
ことができるのであろう 5）。
本稿は，日本と韓国における育児休業制度の
内容および利用実態を比較分析し，それぞれの
政策デザインが男性の育児休業取得にどのよう
な影響を与えてきたのかを検討することで，今
後の政策課題を確認することを目的とする。
本稿の構成は以下のとおりである。第 1節と
第 2節では，日本と韓国のそれぞれの育児休業
制度の導入とその変遷内容を概観する。第 3節
では，両国の育児休業の利用実態を比較分析
し，最後に本稿の分析から得られた結果をまと
める。

第 1節　日本の育児休業制度の概要

（１）育児休業制度の導入
日本では，1990年の「1.57ショック」6）を契

機に，少子化への社会的な関心が高まった
1991年に，出産直後の子どもの養育を行なう
労働者に育児のための休業の権利を保障する，
育児休業法（以下，改正後の育児・介護休業法
をも含め，「育休法」と略す）が成立され，翌
年から施行された 7）。
育休法は，第 1条において，労働者の「職業

5︶ 実際，日本政府は，2020 年までに男性の育児休
業取得を 13％に引き上げることを WLB 推進到
達目標の一つとしている。

6︶ 「1.57 ショック」とは，1990 年 6 月 9 日に，厚
生省が発表した 1989 年の合計特殊出生率（15～
49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの）
が 1.57 となり，過去最低であった 1966 年の丙
午（ひのえうま）の迷信による異常な値 1.58 を
下回り，戦後最低を更新したことが明らかになっ
たときの衝撃を指す。

7︶ 「育休法」成立前は，旧勤労婦人福祉法 11 条お
よび男女雇用機会均等法旧 28 条において，女性
の就業援助措置の一つとして，女性労働者が申
し出た場合，育児のために一定期間休業するこ
とを認めることが，自業主の努力義務とされて
いた（清水，2008：170）。

4︶ 父親と母親，それぞれに割当てられた期間は，
父親クオータ制が導入された 1993 年，4 週から
スタートし，2005 年～2011 年の赤緑連合政権
（労働党，社会党，中央党）の下で，6週，10週，
12 週，14 週へ拡大してきたが，2016 年の総選
挙後，保守党と進歩党の連立政権の下で，再び
10 週に縮小した（Brandth and Kvande, 2015：
261-262）。
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生活と家庭生活との両立に寄与することを通じ
て」，「経済及び社会の発展に資すること」がそ
の目的であることを明確に示している。1990

年代に入って制度化された日本の育児休業につ
いて，野田（1999）は，「休暇」によって発生
する利益がいかなる者に帰し，その政策がいか
なる方向にあるのかを問うなかで，次のように
評価する。育児休業は，日本における中長期的
な労働力不足の顕在化が懸念される中，女性の
労働参加率を高めるための環境整備と，出生率
の低下に歯止めをかける取組みとが早急に求め
られていた時代背景から設けられた「休暇」で
あって，その意味では，育児休業制度には，労
使間や企業の枠内での利益関係を超えた，一種
の社会的価値が付与されたということができる
（野田，1999：17）。「労働」と「生活」が，公
的領域と私的領域とに分離された近代社会を起
点とする労働法にとって，公的領域と私的領域
における調和のとれた労働のあり方を求める政
策は，労働時間のパターンを決定する実質的な
権限を，部分的であるにせよ，使用者から労働
者に委譲する試みであるといえる（Collins，
2005；浅倉，2010；原，2016；金，2018）。
育休法は，女性差別撤廃条約 8）と 1981年に

採択された ILO第 156号条約に基づき，女性
のみを家庭的責任をもつ者としていた従来の性
別役割分担意識を改め 9），男女労働者の両者に

適用される法律である。出産に際して女性労働
者だけが取得できる産前・産後休業 10）とは異
なり，育児休業は，性別にかかわらず，生まれ
た子どもが 1歳になる前日まで，育児のための
比較的長期間の休業を取得できる。その意味
で，育休法は，「従来，労働法が暗黙の前提と
してきた労働者像『家庭的責任を負わない男性
労働者』を，『家庭的責任を果たしながら仕事
をする男女労働者』へと変革する先駆けとなる
ものであった」（井上，2018：73）とも評価さ
れる。

1995年に日本は，介護休業を育休法に盛り
込む一部改正を行い，「子供や近親者の面倒を
見るために職業生活に支障をきたすような男女
の労働者に対して，各種の保護や便宜を提供
し，家族的責任と職業的責任とが両立できるよ
うにすることを目的とした」ILO第 156号条
約を批准した。

（２）育児休業の対象および取得期間
子どもを養育する男女労働者は，事業主に申
し出ることによって原則として子どもが 1歳に
なるまでの間，育児休業を取得でき，事業主は
その申し出を拒否できないとされている。2004

年改正（翌年 4月施行）で保育所に入れない等
の場合に，例外的に子どもが 1歳 6ヵ月に達す
るまで延長できる措置が導入されたが，保育所
への入所が一般的に年度はじめであることか
ら，保育所に預けられず，かつ育休も取得でき
ない時期があることを踏まえ，2017年の育休
法改正施行により，子どもが 1歳 6ヵ月に達す
る時点で，保育所に入れない等の場合に再度申
出することにより，最長 2歳まで延長できるよ

10︶ 日本の出産に関する休業制度は，1911 年の工場
法に，産後 5 週間の休業（うち 3 週間は強制）
が設けられたことがその始まりである（木村，
2001：20）。現在の産前産後休業は，労働基準法
の第 65 条第 1 項及び第 2 項に基づき，産前 6 週
間（多胎妊娠の場合は 14 週）と産後 8 週間と
なっている。

8︶ 女性差別撤廃条約は，1979 年の第 34 回国連総
会において採択され，1981 年に発効した。男女
の完全な平等の達成に貢献することを目的とし，
女性に対するあらゆる差別を撤廃することを基
本理念としている。日本は 1985年に締結した。

9︶ 1965 年 6 月 22 日に採択された ILO 第 123 号勧
告は，「家庭責任を有する女性で，家庭以外で働
く女性が差別待遇をうけることなく，労働する
権利を行使することができるように」と，女性
のみを家庭責任を有する対象としていたが，
1981 年 6 月 23 日に採択された第 156 号条約
（「家族的責任を有する男女労働者の機会及び待
遇の均等に関する条約」）及び第 165 号勧告に置
き換えられた。第 165 号勧告は，同名の ILO 第
156号条約の政策について詳細に規定している。
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うになった。育児休業期間の延長に合わせ，育
児休業給付の支給期間も延長した。
男性の育児休業取得を促す仕組みとしては，

2009年の改正（2010年 6月 30日施行）で，夫
婦ともに育児休業を取得することによって，子
どもが 1歳 2ヵ月になるまで休業を取得できる
パパ・ママ育休プラス制度が新たに設けられ
た。また，2009年の改正により，配偶者が専
業主婦（夫）であれば育児休業を取得不可とす
る制度は廃止されたので，2010年からは母親
の就業状態にかかわらず，父親には 1年間の取
得権利が与えられている 11）。さらに，父親が
妻の出産後 8週間以内に育児休業を取得した場
合，再度，育児休業を取得可能となった。厳密
にいえば，日本のパパ・ママ育休プラスは，父
親が取得しなければその権利が消滅する父親割
当てというより，父親が取得すれば 1年 2ヵ月
全体に対して 2ヵ月分が父親に割当てられる
「分割ボーナス」に近い（中里，2017：3）。
有期契約労働者については育休法の対象外と
されてきたが，2004年の改正（2005年 4月施
行）により，一定の要件を満たした有期契約労
働者も育児休業がとれるようになった。一定の
要件とは，「同じ事業主に 1年以上雇用されて
いる」，「子が ₁歳以降も雇用継続の見込みがあ
る」，「子が 2歳までの間に契約更新されない」
の 3要件であり，有期契約労働者は 3要件，す
べてを満たすことが必要とされていた。この 3

要件は，2016年の改正（2017年 1月施行）で，
「同じ事業主に 1年以上雇用されている」「子が

1歳 6ヵ月になるまでの間に契約更新されない
ことがあきらかでない」の 2要件に緩和され
た。

（３）育児休業の給付金
当初は，所得補償がない内容で導入された

が，1994年の雇用保険法の一部改正で育児休
業給付を創設し，1995年から，育児休業開始
前の賃金月額（賃金日額 12）に 30を乗じて得た
額）の 25％の所得補償が行われた。そのうち，
育児休業中に支給される給付金は 20％で，残
りの 5％は職場復帰後に支給された。給付率は，
2001年に 40％（そのうち，休業中に 30％，職
場復職後に 10％），2007年に 50％（そのうち，
休業中に 30％，職場復職後に 20％）へと引き
上げられ，2010年からは全額を休業期間中に
支給されるように変更された。さらに，2014

年の雇用保険法の改正施行で，休業開始から
180日に達する日までの間の給付率は，休業前
賃金の 67％へと引き上げられ，181日目以降に
は 50％の給付率に相当する額が支給されてい
る。育児休業給付の支給上限額は，「毎月勤労
統計」の平均定期給与額の増減をもとに，毎年
8月 1日に行われる賃金日額 13）の変更に伴い，
その上限額が変更になる。ちなみに，2019年 8

月 1日から適用される上限額は，304,314円
（支給率 67％），227,100円（支給率 50％）と
なっている。

（４）育児期所定労働時間短縮のほか
男性の育児参加を促進するため，2017年の
育休法改正施行では，事業主に対し，就学前ま
での子どもをもつ労働者が育児に関する目的で
利用できる休暇制度の措置を設けることに努め
ることを義務付けた。
育休法には，育児休業に加え，育児期所定労
働時間の短縮（子が 3歳未満）14），所定外労働

12︶ 賃金日額とは，育児休業開始前の 6 ヵ月間の給
与（賞与など含まれない）の合計を 180 で割っ
た金額である。

13︶ 賃金月額の上限額は，30 歳以上 45 歳未満の基
本手当（失業給付）賃金日額上限額に 30 を乗じ
て得た額である。

14︶ 2009 年改正により，事業主は，3 歳に満たない
子どもをもつ労働者に対し，短時間勤務制，フ
レックスタイム制，始業・終業時刻の繰上げ・
繰下げ，所定外労働をさせない制度，託児施設

11︶ 母親の場合，8 週間の産後休業を合わせて，1 年
間の育児休業を取得可能で，分割取得はまだ許
可されていない。
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の制限（子が 3歳未満），時間外労働の制限 15）

（小学校の入学まで），深夜業の制限 16）（小学校
の入学まで），小学校就学前の子の看護休暇
（形成権年 5日，子が 2人以上の場合は年 10

日，半日単位の取得可能）など，職場復帰後の
仕事と育児の両立支援策も位置付けられ，順
次，拡大強化されてきている。

第２節　韓国の育児休業制度の概要 17）

（１）育児休業制度の導入
韓国の産前・産後休業制度は，1953年に制
定された「勤労基準法」（日本の労働基本法に
当たる）の第 60条に妊娠中の女性労働者に対
して産前・産後を合わせて 60日の有給保護休
業を与えなければならないと規定したことで，
その制度的な基礎が作られたが，育児休業制度
は，1984年に，国連の「女制差別撤廃条約」18）

を締結してから，1987年に制定した「男女雇
用平等法」（1988年施行）に育児休業条項（第
11条）を設けることからはじまった。韓国に
おける仕事と家庭の両立政策は，労働者の妊
娠，出産，育児期の母性を保護しかつキャリア
中断を防ぎ，雇用の継続および促進を図ること
によって，子育て期の家庭生活を保障すること

に焦点が置かれていて，産前・産後休業や育児
休業，勤労時間柔軟化関連制度，保育関連制度
などは，その代表的な施策である。その第一義
的な政策目標は，性別にかかわらず，仕事と家
庭を両立させる環境を保障するという男女平等
であったが（Park，2017：18），合計特殊出生
率が 1990年代後半から 1.5以下に下がり続け，
2005年に 1.085を記録すると，出生率の回復
が新たに仕事と家庭の両立のための重要な政策
目標として位置付けられるようになった。

（２）育児休業の対象と取得期間
育児休業を取得可能な対象は，1歳未満の子

どもをもつ女性労働者に限られていたが，1995

年の「男女雇用平等法」改正により，1歳未満
の子どもをもつ女性労働者の配偶者である男性
労働者も選択的に育児休業が取れるようになっ
た。2001年 8月の改正（2001年 11月施行）で
は，育児休業の対象を 1歳未満の乳児をもつす
べての労働者へと拡大し，専業主婦の配偶者で
ある男性労働者も育児休業が取得可能となっ
た。さらに，その対象を，2005年 12月の改正
（2006年 3月施行）によって，3歳未満の子ど
も（ただし 2008年 1月 1日以後生まれの子ど
も）をもつ労働者に，2010年 2月改正・施行
によって，6歳未満の子どもをもつ労働者に，
2014年 1月の改正・施行によって，8歳未満も
しくは小学校 2年生以下の子どもをもつ労働者
へと拡大してきた。有期契約労働者であっても
雇用形態にかかわらず，育児休業開始日以前に
雇用保険の被保険者期間が 180日以上であれ
ば，子ども一人当たり父親，母親それぞれ最長
1年ずつ育児休業を取得できる。
産前・産後休業は，2001年 8月の母性保護
関連 3法（「勤労基準法」，「男女雇用平等法」，
「雇用保険法」）の改正により，同年 11月から，
産前・産後休業期間が 60日から 90日（うち，
産後 45日）に拡大されるとともに，延長され
た 30日分に対し，雇用保険から給付金が支給
されることになった。優先支援対象企業（中小

の設置運営その他これに準ずる便宜の供与のい
ずれかの措置を設けることが義務付けられた。

15︶ 1 ヵ月 24 時間，1 年 150 時間超える労働をさせ
てはならない。

16︶ 午後 10 時から午前 5 時までの間において労働さ
せてはならない。

17︶ 第 2 節の内容は，金（2019）「韓国におけるワー
ク・ライフ・バランス実現への取組みと課題―
育児休業制度を中心に」の第 2 節に加筆・修正
を加えたものである。

18︶ 「女性差別撤廃条約」の締約国は，「女子に対す
る差別の撤廃に関する宣言に掲げられている諸
原則を実施すること及びこのために女子に対す
るあらゆる形態の差別を撤廃するための必要な
措置」（立法を含む。）をとることが義務付けら
れている。日本も同条約を締約してから「男女
雇用機会均等法」を作った。
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企業）に対しては，90日分の給付金が，大企
業に対しては，30日分の給付金が雇用保険か
ら支給される。多胎児に対しては，2014年か
ら，120日（うち，産後 60日）の産前・産後
休業を取得できる。

2007年 12月 21日に，「男女雇用平等法」を
「男女雇用平等及び仕事・家庭両立支援に関す
る法律」（以下，「男女雇用平等法」と略す）へ
と改正（2008年 6月施行）することによって，
労働者の仕事と妊娠・出産・育児を含む家庭の
生活とを両立させることを支援する政策を強化
した。これによって，2008年 6月から，3日の
配偶者出産休暇と育児期労働時間短縮制度が新
たに施行された。また，2012年 2月の「男女
雇用平等法」改正（同年 8月施行）では，事業
主は経営上重大な問題がない限り，育児期労働
時間短縮の申請及び家族ケア休業を認めるよう
義務付けた。配偶者出産休暇は，2012年 8月
から，5日以内で 3日以上（うち 3日有給）に，
さらに 2019年 10月から，配偶者の出産後 90

日以内の申し出によって 10日間の有給休暇を
1回分割可能な条件で取得できるように拡大さ
れた。
育児期労働時間短縮制度は，はじめは事業主
の義務ではなく，労働時間短縮にともなう所得
減少に対する補てんがないということから，活
性化にはつながらなかった。育児期労働時間短
縮制度を活性化することで，労働者のキャリア
中断を防ぎながら，仕事と育児の両立を支援す
るために，「雇用保険法」を改正し，2011年 10

月から，育児期労働時間短縮に対し給付金（通
常賃金の 40％）を支給しはじめた。

（３）育児休業の給付金
2001年の母性保護関連 3法の改正は，企業
の育児休業制度導入の義務化，育児休業後の復
職の保障，雇用保険からの育児休業給付金の支
給など，関連規定を強化した。これによって，
所得補償のない状態で導入された育児休業に対
し，30日以上の育児休業を取得することを条

件として，2001年から月 20万ウォンの定額の
育児休業給付金が支給された。その後，定額の
給付金は，月 30万ウォン（2002年 12月 30

日），40万ウォン（2004年 2月 25日），50万
ウォン（2007年 4月 27日）へと引き上げられ，
さらに 2011年 1月 1日に，定額制から定率制
に変わり，通常賃金の 40％（上限額 100万ウォ
ン，下限額 50万ウォン）の給付金が支給され
るようになった。育児休業給付金の現実化を図
るため，2017年 9月に，最初の 3ヵ月の給付
率を通常賃金の 80％（月上限額 150万ウォン，
月下限額 70万ウォン）へ大きく引き上げ，
2019年からは，4ヵ月目以後の給付率を 50％
（上限額 120万ウォン，下限額 70万ウォン）に
引き上げた。

2014年 10月からは，育児休業制度を「父母
育児休業制度」と改名するとともに，「パパの
月」を設け，2番目に育児休業者（パパ）の最
初 1ヵ月の給付金を通常賃金の 100％（月上限
額 150万ウォン）に引き上げた。しかし，合計
特殊出生率が 1.2前後を横ばいするなど，改善
が見られない状態が続くと，2016年に「パパ
の月」適用期間を最初の 1ヵ月から 3ヵ月に拡
大し，2017年 7月からは，第 2子に対する「パ
パの月」の月上限額を 200万ウォンに引き上げ
た。引き続き 2018年 7月からは，2番目の育
児休業者の最初の 3ヵ月の給付金の月上限額
を，第 1子か第 2子か区別することなく，すべ
ての子どもに対し 200万ウォンへと高め，さら
に 2019年からは，「パパの月」の上限額を 250

万ウォンに引き上げた 19）。
育児期労働時間短縮に対する給付金も，2014

19︶ シングルマザーやシングルファザーなど，「パパ
の月」のインセンティブが適用されない，ひと
り親労働者の育児休業給付金については，最初
の 3 ヵ月間に通常賃金の 100％（上限額 250 万
ウォン），4～6 ヵ月に通常賃金の 80％（上限額
150 万ウォン），7～12 ヵ月に通常賃金の 50％
（上限額 120 万ウォン）という特例措置が適用さ
れる。
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年 10月に通常賃金の 40％から 60％へ，2018

年 1月に，通常賃金の 80％へと引き上げられ
た。
韓国において，育児休業制度の実効性を向上
するために，何度も関連法律の改正を重ねなが
ら給付金の現実化を図り，とりわけ男性による
育児休業の活性化に積極的に取り組むように
なったのは，これ以上，市場での有償労働と家
庭での無償労働への義務や責任を女性に課し続
けていく形では，韓国が直面している新しい
「社会的リスク」（Taylor-Gooby，2004）20）に対
応できないだけでなく，社会経済の問題をより
深刻化させかねないという危機感があったから
である。

第３節　育児休業制度の利用状況

本節では，第 1節と第 2節において概観した
日韓両国における育児休業制度の変遷を踏まえ
たうえで，両国の育児休業の利用状況を比較分
析する。
日本と韓国の育児休業制度は，両国ともはじ
めは給付金のない状態で施行されたので，実際
の育児休業の利用状況は，育児休業給付金が支
給されてから確認できる。

（１）育児休業取得率
日本の育児休業取得率は，調査前年度 1年間
の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）
の数に占める，調査時点までに育児休業を開始
した者（開始予定の申し出をしている者を含

む）の数の割合である。そのため，1995年 4

月から育児休業給付金が支払われた日本の育児
休業取得率は，1996年から確認できる。
図 1は，日本における育児休業取得率を性別
に表わしたものである。女性の育児休業取得率
は，1996年の 49.1％から徐々に上昇し，給付
率を休業前賃金の 50％へ引き上げた 2007年に，
前年より 17.4％ポイントも高くなって，翌年
の 2008年に 90.6％に達してから少し減少し
2019年に 83％となっている。他方，男性の育
児休業取得率は，1996年の 0.1％からほぼ横ば
いとなっていたが，2007年に給付率引き上げ
によって 1.6％へ上昇，その後，2010年 6月か
らスタートしたパパ・ママ育休プラスや育児休
業開始から 6ヵ月間の給付率の 67％への引き
上げなど，男性の育児休業取得を引き上げるた
めの施策の推進の下で，2010年代に 2％台に入
り，2019年に 7.5％を記録するなど，わずかな
がら増加傾向がみられるものの，女性の育児休
業取得率に比べ極めて低い水準である。
図 2は，男女別にみた韓国の育児休業取得率
の推移を表わしたものである。韓国の育児休業
の給付金は，2001年 11月から支給されたので，
2001年には取得者がわずかしかいないため，
2002年からの取得状況を確認することにする。
韓国の育児休業取得率は，調査年度 1年間の産
前産後休業取得者数に占める調査年度 1年間の
育児休業者数の割合である。女性の育児休業取
得率は，2002年に 16.2％から引き続き増加し，
2019年に 113.0％に達した。女性の育児休業取
得率が伸び続けられたのは，まず，育児休業の
給付金が 20万から 30万，40万，50万ウォン
に次々と引上げられ（2007年），また定額制か
ら定率制へ移動し休業前の通常賃金の 40％
（2011年），さらに休業開始から 3ヵ月は 80％
（2017年），4ヵ月以後は 50％へと，給付金の
水準がその実効性を高めたことによる。また，
育児休業を取得可能な対象を一歳未満の子ども
を養育する親から，子どもの年齢を 3歳以下
（2006年），6歳未満（2011年），8歳または小

20︶ テイラー・グービー（Taylor-Gooby， 2004）に
よれば，「新しい社会的リスク」は，ポスト工業
化社会への移行にともなう社会経済構造の変化
の結果として，人々がそれぞれのライフコース
のなかで直面する危機のことで，伝統的な福祉
国家のプログラムでは対応できない新しい危機
である。例えば，仕事と家庭生活の両立困難に
よってもたらされるケアの危機，労働市場の柔
軟化による不安定な雇用問題，民営化などによ
る福祉縮小問題などがあげられる。
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学校 2年生以下（2014）へと拡大したことも女
性の育児休業取得を高めたと考えられる。他
方，男性の育児休業取得率は，2012年までは

日本の男性のそれとほぼ同じかやや下回ってい
たが，2014年にパパの月の施行によりその給
付率と上限額が引上げられると，男性の育児休
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図 1　日本の育児休業取得率の推移
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業取得率は 3.9％に上がった。引き続くパパの
月の適用期間の延長や給付金の現実化施策の推
進によって，2019年の男性の育児休業取得率
は 30.4％を記録し，日本の男性の育児休業取
得率との差は確実なものになっている。
図 3により，全体育児休業取得者数に占める
男性の育児休業取得者率の割合をみると，2002

年に 2.1からほぼ横ばい状態の低いレベルか
ら，2010年代半ば以降に大きく伸びはじめ，
2019年は 21.2％に達した。育児休業を取得し
た 10人に 2人が男性となっているのである。

（２）育児休業取得期間
日本と韓国の育児休業の利用状況における違
いは，取得率だけでなく，取得期間にも表れ
る。図 4と図 5は，日本と韓国，それぞれの性
別にみた育児休業の取得期間を表したものであ
る。

2017年 4月から 2018年 3月までの 1年間，
日本の女性の育児休業取得期間は，6ヵ月から
1年未満が 51％と最も高い割合を占めており，
次いで 1年超過が 38.4％と，合わせて 89.4％

の女性が 6ヵ月以上の育児休業を取得してい
る。同期間の日本の男性の育児休業取得期間を
みると，男性育休取得者の 8割以上が 1ヵ月未
満となっており，中でも 5日未満が 36.3％と
最も高い割合を占めており，5日以上 2週間未
満 35.1％がその後を継いでいる。
他方，2017年 1月から 12月 31日までの 1

年間，韓国の女性の育児休業取得期間は，6ヵ
月から 1年が 80.8％で最も高く，3ヵ月から
6ヵ月未満 9.7％，1ヵ月から 3ヵ月未満が 9.5％
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図 3　韓国の育児休業取得者数および男性の割合の推移
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図 4　日本の育児休業取得期間（2017 年）
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となっている。同期間，男性の育児休業取得期
間は，6ヵ月から 1年が 45％，1ヵ月から 3ヵ
月未満 41％，3ヵ月から 6ヵ月未満が 14％と
なっている。
育児休業の取得期間は，女性の場合，日本の
女性の方が韓国の女性よりやや長い期間取得し
ているが，男性の場合，韓国の男性の方が日本
の男性よりかなり長い期間取得しているのであ
る。韓国の育児休業の給付金は 1ヵ月以上の休
業を取得することが条件づけられているので，
韓国では性別にかかわらず少なくとも 1ヵ月以
上の育児休業を取得しなければならない。ま
た，韓国では産前産後休業と育児休業とが完全
に分離されているのと違って，日本では，女性
が実質的に取得可能な 1年の育児休業期間の中
に，産後 8週間の休業が含まれていることか
ら，産後休業と育児休業との区分が曖昧なとこ
ろがある。これらの政策デザインが両国の育児
休業取得者が最小取得期間を決める際に影響を
与えていたと考えられる。

（３）育児休業終了後の復職状況
WLB支援政策の代表的な施策である育児休

業は，子育て中でもキャリアを諦めず，育児休
業を取得しながら継続就業をする
ことにポイントがある。WLB支
援政策の目的達成のために，育児
休業終了後の復職及び雇用維持の
状況を的確に把握し評価すること

は，欠かすことのできないことである。
表 1は，日本の育児休業終了後の復職状況を
示したものである。2017年 4月から 2018年 3

月までの 1年間に育児休業を終了し，復職予定
であった女性のうち，実際に復職した者の割合
は 89.5％，同期間に育児休業を終了し，復職
予定であった男性のうち，復職した割合は
95％である。
他方，韓国では，育児休業取得後，復職した
者のうち，1年後，雇用が維持されている割合
をもって雇用維持率を示している（表 2）。雇
用維持率は，2009年に 67.3％から増加傾向に
あり，2017年に育児休業取得者の 79.1％が，
育児休業終了後に復職してからも 1年以上同じ
事業所に勤めている。

むすび

本稿は，日韓両国におけるパパ・クオータ制
の導入と男性の育児休業利用実態を比較分析す
ることで，WLBの推進に関する政策デザイン
が私的領域における夫婦の生活時間配分関係に
どのような影響を及ぼすのかを検討するための
知見を得ることを試みたものである。分析の結
果をまとめると以下となる。
第一に，日韓両国における男性の育児休業取
得率は，パパ・クオータ制の導入後，増加傾向
にあるが，その伸び率において両国間に確実な
差があらわれている。日本政府は，2020年ま
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出所：韓国雇用労働部「報道資料」（2018．1．26）より筆者作成。

図 5　韓国の育児休業取得期間（2017 年）

表 1　日本の育児休業終了後復職割合（％）
2012 2015 2018

女性 89.9 92.8 89.5

男性 99.6 99.9 95.0

出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」（2018年）より筆者作成。
注： 同一労働者が期間内に 2回利用した場合は 2人として計上し，同一労働

者が期間を継続延長した場合は 1人として計上した。

表 2　韓国の育児休業取得者の雇用維持率（％）
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

雇用維持率 67.3 67.6 69.0 71.2 74.6 76.4 75.5 76.8 79.1

出所：韓国雇用労働部「雇用保険 DB」各年度より筆者作成。
注： 雇用維持率は，育児休業取得後，復職した者のうち，1年後，雇用が維持されている割合であ

る。
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でに男性の育児休業取得率を 13％まで引き上
げることをWLB到達目標として掲げている
が，男性の育児休業の取得率は 2010年（パパ・
クオータを導入）に 1.4％から 2019年に 7.5％
へと，わずか 6.1ポイント増加したこととなっ
た。それに比べ韓国の男性の育児休業取得率
は，2014年（パパ・クオータを導入）に 3.9％
から 2019年に 30.4％へと 26.5ポイント増加を
記録した。この差は両国におけるパパ・クオー
タ制の政策デザインの違いから起因するところ
が大きい。日本のパパ・クオータ制は，父親が
取得できる育児休業の期間を最大 2ヵ月拡大す
るものであるのに対し，韓国のパパ・クオータ
制は，育児休業の給付金を休業前通常賃金の
100％（上限額 250万ウォン）とする，給付金
の現実化を図るものであった。
第二に，日韓両国における育児休業の取得期
間をみると，母親の場合，日本の母親の育児休
業取得期間が韓国の母親のそれよりやや長い
が，両国とも 8割以上の母親が 6ヵ月以上の育
児休業を取得している。しかし，父親の場合，
日本の父親の 7割以上が 2週間未満で，36.3％
が 5日未満の育児休業しか取得していないのに
対し，韓国の父親は 45％が 6ヵ月以上を，
55％が 1ヵ月～3ヵ月の育児休業を取得してい
る。韓国の育児休業給付金の支給には，1ヵ月
超えの育児休業の取得が条件づけられているた
め，育児休業の利用者は少なくとも 1ヵ月を超
える育児休業を取得している。
第三に，育児休業給付金の現実化は，確かに
男性の育児休業取得率を引き上げる効果がある
が，日韓両国の男性の育児休業取得における格
差はそれだけでは説明できない。例えば，パ
パ・クオータ制を適用し 1年の育児休業を取得
した場合の日韓両国の男性の給付金を比較する
と，日本の男性には，休業開始から 6ヵ月間は
休業前賃金の 67％（上限額 304,314円），残り
の 6ヵ月間はその 50％（上限額 227,100円）が
支給され，総給付額は休業前賃金の 702％とな
るが，韓国の男性には，パパの月の 3ヵ月間は

休業前賃金の 100％（上限額 250万ウォン），
残りの 9ヵ月間は 50％（上限額約 120万ウォ
ン）が支給され，総給付額は休業前賃金の
750％となり，給付率だけでは韓国の総給付額
がより大きく見えるが，給付金の上限額を反映
すると，2019年 12月基準で，日本男性の総給
付金は約 319万円で，韓国男性のそれは約 172

万円 21）となり，賃金水準の高い労働者の実質
的な総給付額は日本の方がより大きいのであ
る。日本では，相対的に高い上限額をうまく活
用しながら，期間を限定した給付金の現実化施
策を打つことによって，相対的に低い賃金層の
男性労働者の育児休業へのインセンティブを高
める効果も期待できる。
以上の結果を踏まえると，真のWLB実現に

向けた取組みとして男性の育児休業取得率をあ
げるためには，パパ・クオータ制の実効性をよ
り高める制度設計が求められる。日本の男性育
児休業取得者の 7割以上が 2週間未満でしか育
児休業を取得していない実態からすると，分割
ボーナスで男性の育児休業の取得可能な期間を
拡大するパパ・ママ育休プラスは，実効性のあ
る施策とは言い難い。男性の育児休業取得を高
めるためには，単に男性の育児休業の取得可能
な期間を拡大するよりは，実質的な取得期間の
拡大や育児休業を取得可能な対象労働者の範囲
の拡大，パパ・クオータ制が適用される期間に
対する育児休業給付金の現実化を図るなど，よ
り積極的な措置を施す必要がある。
男性の育児休業取得が夫婦間の生活時間配分
にもたらす変化については，今後の課題とした
い。

21︶ 2019 年 12 月 31 日現在，日本円の為替レート（1
円＝10.62 ウォン）（https://ja.exchange-rates.org/
HistoricalRates/P/JPY/2019-12-31） 。
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